
1

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

地域交流室運営事業 まなびの支援課

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・全校で実施することができないため、今後どのように展開していくか検討する
必要があります。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤
夢と希望を広げる出会い事

業 まなびの支援課
児童・生徒が、吹田市にゆかりのある、様々な分野で活躍する方々と出会う
場を設け、講演や実技指導を通じて、夢や目標を持って努力することの大切さ
をを学び、将来の生き方を考える機会を提供します。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

130
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・各施設及び部署の生涯学習に係る意識を啓発し、既存事業との連携を検討
する必要があります。

平成 30 年度

継続

実施区分

④ 生涯学習推進本部事業 まなびの支援課
市民の多様な学習要求に応え、自主的に学習できるような環境づくりを目指
す「第３次吹田市生涯学習（楽習）推進計画」を推進します。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

2,442
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・各大学が実施している市民向け公開講座との関係性を整理し、事業の見直
しを図る必要があります。

平成 30 年度

拡充

実施区分

③
生涯学習吹田市民大学事

業
まなびの支援課

学びを通じて、様々な生涯学習活動の契機となり人生をより豊かにす
るための教養を深める「学びの場」として実施します。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

1,501
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・社会状況の変化等に対応した事業内容の見直しが必要です。
・社会教育施設等の利用及び既存事業との連携を検討する必要があります。
・事業内容の見直し及び情報発信の充実を図る必要があります。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 生涯学習講座等事業 まなびの支援課
社会教育法に基づき、家庭教育学級の開設、子育て教室を実施します。また、障がいを持
つ人が、生活の向上に必要な知識を得るための学習の場の提供や、三島地区の市町村
が連携して講座を企画し、市民により広範囲な講座内容を提供します。

事業全体が法定
事務

（千円）

7,322
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・市報及びホームページを活用し、市民への周知を図りましたが、今後も広報
を推進していく必要があります。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 小・中学校教室開放事業 まなびの支援課
全小学校の多目的教室と一部の小学校の特別教室を、学校活動に
支障の無い範囲で地域の団体に開放します。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

9
※課題があるものは■

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

441 施策 生涯学習活動の支援

生涯学習事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 平成３０年度

1


